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プロジェクト概要



本プロジェクトの趣旨は
若⼿専⾨家が「⽀援ノウハウ」を習得し、
習得したノウハウを使って実際に企業を⽀援することで、
皆様のスキル向上を図っていただくプロジェクト

4

プロジェクト趣旨

本プロジェクトは、知財経営⽀援を担う専⾨家（⽀援⼈材）を拡充・育成するための取
組です

※本資料において、「若⼿専⾨家」とは若⼿⽀援⼈材を表す⽤語として⽤いています
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本プロジェクトの⽀援対象

本プロジェクトは知財経営⽀援に強い関⼼・意欲のある若⼿専⾨家を公募により募集し、
育成プログラムを実施するものです

①資格等の保有 ②企業⽀援に対する意思

③「若⼿」である ④当局管内での活動

若⼿専⾨家

弁理⼠、弁護⼠、中⼩企業診断⼠等の
専⾨資格を有する

or
ブランディング、マーケティング専⾨家、経営
指導員等を通常業務として活動する

資格取得後5年程度以内である
（ブランディング、マーケティング専⾨家、
経営指導員等である場合には、業務開
始後5年程度以内である）

関東経済産業局管内（茨城県・栃⽊
県・群⾺県・埼⽟県・千葉県・東京都・
神奈川県・新潟県・⼭梨県・⻑野県・
静岡県）を主な活動地域とすること

地域の中⼩企業・中堅企業に対する知
財経営⽀援に取り組む意思があり、
プロジェクト終了後も企業⽀援のために活
動できる
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本プロジェクトの流れ

応募期限満了後に伴⾛⽀援（現場実習）にご参加いただく⽅を決定いたします
座学講義と現場実習を併せて「育成プログラム」と呼称いたします

 応募⽤紙にご記載いただいた内
容を元に、伴⾛⽀援にご参加いた
だく⽅を決定いたします

 主な選定の観点は下記の通りで
す
 知財経営⽀援に強い関⼼・意欲
があること

 ⽀援対象企業の課題・ニーズと応
募者の対応可能な業務範囲

 ⽀援対象企業の製品・サービスの
技術分野と応募者の対応可能な
技術分野

 ⽀援対象企業の所在地と応募
者の所在地・活動地域の親和性

 当該⽀援対象企業の⽀援を担
当する⽀援専⾨家との親和性※

伴⾛⽀援（現場実習）
参加者の決定

 応募⽤紙（Word形式）にご記
⼊の上、応募期限までに事務局
宛にメールでご提出いただきます

応募

※当該⽀援対象企業の⽀援を担当する⽀援専⾨家と若⼿専⾨家は異なる属性の⽅をアサインすることがあります
（例：⽀援専⾨家が弁護⼠の場合には若⼿専⾨家を弁理⼠とする等）

この2つを併せて「育成プログラム」と呼称します

 プロジェクト説明や知財経営⽀援
スキル取得に向けた内容について
講義を受講いただきます

 講義はオンデマンドの動画配信⽅
式を予定しています

 講義の所要時間は3時間程度
（1コマ当たり60分程度）の予定
です

座学講義の実施

ご応募いただいた⽅全員が受講可能

 ⽀援企業了解のもと、伴⾛⽀援
の場へ専⾨家の⼀員としてご同席
いただきます

 各⽀援後に、⽀援を⾏った専⾨
家と⽀援に関するフィードバックを
⾏う機会を設ける予定です

 成果報告会・交流会にご参加い
ただきます

伴⾛⽀援（現場実習）
への参加

伴⾛⽀援参加者のみ



座学講義概要
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座学講義の概要

知財経営⽀援にあらかじめ備えておくべき分野について、座学講義をご受講いただきます
講義の提供⽅法としては、オンデマンドの動画配信形式を想定しています

横⽥透
つくば未来経営

コンサルティング事務所
中⼩企業診断⼠

⼩林誠
株式会社シクロ・ハイジア
代表取締役CEO

 経歴
横浜市役所、建設資材のメーカー、⼥性⽤ユニフォームメーカーな
どを経て、平成20年、つくば未来経営コンサルティング事務所設
⽴。中⼩企業⽀援ネットワーク強化事業アドバイザーや中⼩企
業応援センターコーディネーターを務め、中⼩企業⽀援に尽⼒。

 経歴
国際特許事務所にて、特許戦略コンサルティング業務に従事。
デロイト トーマツ ファイナンシャルアドバイザリーにてM&Aおよび事
業戦略・知的財産戦略コンサルティング業務に従事。2019年よ
り独⽴創業して現在に⾄る。

中⼩・中堅企業⽀援
における⼼構え

事業承継における無形資産の
承継の現状と課題

中堅企業に求められる知財⽀援

講義①

講義②

講義③

知財経営⽀援にあらかじめ備えておくべき分野について、座学講義をご受講いただきます。講義の提供⽅法としては、オンデマン
ドの動画配信形式を想定しています。基本的に、ご応募いただいた⽅全員が受講可能です。

講義の所要時間：3時間程度（1コマ当たり60分程度）の予定です。
講義内容：事業説明や知財経営⽀援スキル取得に向けた内容や知財経営専⾨家としての⼼構えに係る講義をご受
講いただきます。議題は下記の通りです。

調整中



伴⾛⽀援（現場実習）概要
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伴⾛⽀援のねらい

伴⾛⽀援の⽬的は、中⼩企業や中堅企業の皆様が、⾃社の強みを知的財産や無形資
産として認識し、⾼め、ビジネスで成功を収めることです

伴⾛⽀援の⽬的は、
中⼩企業や中堅企業の皆様が、⾃社の強みを知的財産や
無形資産として認識し、⾼め、
ビジネスで成功を収めることです



無形資産
（例）借地権、電話加⼊権等

知的資産
（例）⼈的資産、組織⼒、経営理念、

顧客とのネットワーク、技能等

知的財産
（例）ブランド、営業秘密、ノウハウ等

11

出所：経済産業省「知的資産・知的資産経営とは」

【参考】本プロジェクトで活⽤の対象とする知的財産・知的資産

本プロジェクトで対象とする「知的財産」および「無形資産」は、知的財産権だけではなく、
⼈的資産等の知的資産までを含んだ範囲を指しています

知的財産権
（例）特許権、商標権、

著作権等

知
的
資
産

本プロジェクトでは
知的資産までを含めて
広義の「知財活⽤」を

⽀援します
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全体スケジュール

2025年9⽉〜2026年1⽉を伴⾛⽀援とし、2⽉には成果報告会を設けて取り組み内容を
共有し、⽀援企業の更なる磨き上げを促します

07⽉ 08⽉ 09⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ 01⽉ 02⽉ 03⽉

中⼩
企業

中堅
企業

★公募説明会

募集

募集開始

★⽀援企業採択

伴⾛⽀援

伴⾛⽀援

全体

★⽀援企業採択

審査

審査

★意⾒交換会
★成果報告会

★振返り会

★報告会• 書類
• ヒアリング
を実施し審査

• 書類
• ヒアリング
による審査

IPランドスケープの実装：７回／IPランドスケープの実装以外：６回

６回
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【⽀援活動イメージ】
⽀援対象企業の課題や⽀援
ニーズを引き出す

⽀援策を設計する
⼯程管理をしながら⽀援を実
⾏する

伴⾛⽀援（現場実習）の体制

若⼿専⾨家の皆様は、専⾨家とともに対象企業を⽀援します
INPIT、関東経済産業局、事務局は⽀援に係る運営をサポートいたします

中⼩企業または中堅企業
（1社）

⽀援対象企業

【⽀援活動イメージ】
⽀援専⾨家を補佐しつつ、課
題や⽀援ニーズを深堀する

⾃⾝の専⾨分野に関しては、
専⾨家として⽀援を実⾏する

⽀
援
実
施

各
種
サ
ポ
︱
ト⽀援専⾨家

（1〜2名）

若⼿専⾨家
（1名）

（1〜2名程度）

（1名程度）

事務局
（1名程度）

弁理⼠、中⼩企業診断⼠、弁護⼠、
ブランディング専⾨家、デザイナー等
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伴⾛⽀援の対象企業

伴⾛⽀援の対象は、事業承継を検討・実施中の中⼩企業及び、新事業展開や知財体
制構築を想定している中堅企業です

中⼩企業 中堅企業

そろそろ後継者に承継させたい
先代から受け継いだ知財・強みを更に発展させたい

参照ページ：P.16 参照ページ：P.22

IPLを実装しない※
知財情報を活⽤し、新事業
展開を効果的に進めたい

※ 例えば、知財戦略策定、新事業創出、知財体
制強化を想定しています。

IPLを実装する
知財情報を活⽤し、新事業
展開を効果的に進めたい

若⼿専⾨家の
同席なし



伴⾛⽀援の概要
中⼩企業に対する伴⾛⽀援
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伴⾛⽀援で実施する事項

本プロジェクトでは、事業承継を検討・実⾏中の中⼩企業に対し、無形資産の承継と本プ
ロジェクト後の継続的な承継実⾏を⽬指しています

中⼩企業に対し、
下記の２つの事項に向けた⽀援を実施します。
① 引継ぐべき現社⻑の重要な無形資産を具体化します
② 上記の無形資産を起点に後継者の新たな経営の⽅向性を描きます

※本プロジェクト終了後は、地域⽀援機関の協⼒も得て①②を実⾏していただく事を想定しています。
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無形資産とは？

事業（ビジネス）そのもの、⼈脈・信⽤、技術・ノウハウなどの⽬に⾒えにくいものは
承継に⻑い時間を必要とする傾向にあります

出所：特許庁「知財⾦融事業知財ビジネス評価書（⽬的別編）〜事業承継作成の⼿引き〜」

有形資産
（⽐較的早く承継できるもの）

⽬に⾒えるもの

株式を含む「資産」

経営権、顧客情報

無形資産
（⻑い時間を必要とするもの）

⾒えにくいもの

事業（ビジネス）そのもの

⼈脈、信⽤

技術やノウハウ

「⽬に⾒える」ものであれば、専⾨家（⾦融
機関、税理⼠、弁護⼠等）に対応してもら
うこともできます

無形資産の承継は、やりにくい。後継者と時
間をかけてじっくり取り組む必要があります
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伴⾛⽀援の概要（1/2）

伴⾛⽀援では、事業承継を検討・実⾏中の中⼩企業に対し、無形資産の承継や⽀援体
制・スキームの⼀案検討を⽀援します

対象  事業承継を検討・実⾏中の中⼩企業

想定する
⽀援先像例

 これからの事業承継を考えられている現社⻑・後継者
 後継者に意思決定⽅法等のノウハウを承継したい現社⻑
 現社⻑から経営のイロハを承継中の後継者
 承継後、後継者視点でのビジネスモデルを検討したい後継者

⽀援社数 ５社程度
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伴⾛⽀援の概要（2/2）

伴⾛⽀援では、事業承継を検討・実⾏中の中⼩企業に対し、無形資産の承継や⽀援体
制・スキームの⼀案検討を⽀援します

交通費・
謝⾦ 伴⾛⽀援（現場実習）参加に係る交通費・謝⾦をお⽀払いいたします

想定成果  後継者が新たな経営に活⽤可能な無形資産を承継
 今後の継続的なアクションの⼀案

⽀援⽅式  対⾯もしくはオンラインで６回のお打合せと助⾔・提案を実施します
（１回あたり２〜３時間程度）

⽀援期間 2025年９⽉後半〜１⽉末（約４か⽉間）
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⽀援の流れの⼀例

伴⾛⽀援の流れは、⼀例として、「企業の理解推進」、「企業の価値の源泉の具体化」、
「承継の実現に向けて」の３つのステップというものがあります

当該⽀援の
背景

 現代表者と後継者の間での会話が不⾜、ノウハウ等が明⽂化されておらず無形資産の承継が進んでいな
い

 メインバンクから打診があり、承継すべき無形資産の有無の洗い出しを⽬的に本プロジェクトに応募

※本事例は実際の⽀援を参考に、本年度のプロジェクトに合わせて作成した架空の事例となります

企業の理解推進 企業の価値の源泉の具体化 承継の実⾏に向けて
事前MTG〜第３回 第３回〜第５回 第５回〜第６回

専⾨家・事務局が企業との対話
により、例えば、下記の事項を理
解します
• 企業の沿⾰
• 経営者・後継者の⼈柄や

関係性
• 業務フロー・商流 等

使⽤するツールは、ローカルベンチ
マーク等を想定しています

企業の製品・サービスの価値を⽣
み出す無形資産を洗い出し、それ
ぞれの関係性を“⾒える化”します

この“⾒える化”は、下記の２種類
を作成します
• 後継者が受け継ぐべき現

在の価値
• 後継者が新たに創造した

い将来の価値

後継者が、企業の無形資産を確
実に承継していくためのアクション
を検討します

ステップ

概要



伴⾛⽀援の概要
中堅企業に対する伴⾛⽀援
（IPランドスケープの実装以外※を強化したい企業）
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※ 例えば、知財戦略策定、新事業創出、知財体制強化を想定しています。
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伴⾛⽀援で実施する事項

伴⾛⽀援では、知財戦略の策定に取り組む中堅企業に対し、知財経営実現のための各
種⽀援を⾏い、さらなる成⻑につなげることを⽬的としています

中堅企業に対し、
知財戦略の策定に取り組む中堅企業に対し、下記のいずれかの達成を⽬
指します
① 知財戦略の策定⽀援：単なる技術の出願から⼀歩前へ
② 新規事業の検討・協業先探し

：アイデアの着想、オープンイノベーション先の抽出・アプローチ
③ 体制の整備

：知財部・知財担当の役割明確化、経営層へのアプローチ
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伴⾛⽀援の概要（1/2）

伴⾛⽀援では、知財戦略の策定に取り組む中堅企業等に対し、特許情報の収集、新規
市場や連携先企業の探索を⽀援します

対象
 知財戦略の策定に取り組む中堅企業等

※「中堅企業等」には現在中堅企業ではないものの、中堅企業を⽬指している企業も対象に含める

 知財部署のみではなく経営層の本プロジェクトへの理解及び参加が可能な企
業

⽀援社数 ３社程度

想定する
⽀援先像例

 ⾃社の強みを活かし新たな事業のアイデアを創出したい⽅
 知財部の組織体制を強化したい⽅
 単なる出願にとどまらず、知財を戦略的に活⽤していきたい⽅ 等
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伴⾛⽀援の概要（2/2）

伴⾛⽀援では、知財戦略の策定に取り組む中堅企業等に対し、特許情報の収集、新規
市場や連携先企業の探索を⽀援します

⽀援⽅式  対⾯もしくはオンラインで６回のお打合せと助⾔・提案を実施します
（１回あたり２〜３時間程度）

⽀援期間 2025年９⽉後半〜１⽉末（約４か⽉間）

想定成果
 コア技術や類似技術の知的財産活⽤⼿法の明確化
 新規事業開発に向けたネクストアクション
 企業における知財体制構築の⽅向性

交通費・
謝⾦ 伴⾛⽀援参加に係る交通費・謝⾦をお⽀払いいたします



25

⽀援の流れの⼀例

伴⾛⽀援の流れは、⼀例として、「企業の理解推進」、「新規事業発想の試⾏」、「新規事
業発想⼿法の仕組化」の３つのステップというものもあります

当該⽀援の
背景

 これまで、当社では「⾃社の強み」（知的資産）から様々な新規事業を考えいくつかの事業を新規に⽴上
げてきたが、⼤きく成⻑できそうな⾰新的な事業は⽴ち上げられていない

 製品を継続的に創出し続けるための⼿法確⽴の⽷⼝を⾒つけるべく本プロジェクトに応募

※本事例は実際の⽀援を参考に、本年度のプロジェクトに合わせて作成した架空の事例となります

企業の理解推進 新規事業発想の試⾏ 新規事業発想⼿法の仕組化
事前MTG〜第２回 第３回〜第４回 第５回〜第６回

専⾨家・事務局が企業との対話
により、例えば、下記の事項を理
解します
• 事業展開
• 組織構成
• 事業戦略・研究開発計

画の策定⼿法
• 新規事業創出における課

題

これまでより柔軟な発想で新規事
業のアイデアを出すための⼀⼿法
を試⾏します

例えば、市場ニーズから⾃社が実
施したい事業を発想する「MFTフ
レーム」を活⽤したアイデア発想ワー
クショップを開催します

試⾏した新規事業発想⼿法を、
現在実施している⾃社の仕組み
にいかに組込むかを検討します

検討結果を企業がとりまとめ、経
営陣に報告します

ステップ

概要



皆様にご留意いただきたい事項
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本プロジェクトに参加することにより若⼿専⾨家に期待される成果

「⽀援対象企業の課題感・ニーズの把握」「⽀援スキルの育成」「知識習得」
「他の若⼿⽀援⼈材とのネットワーク構築」といった成果が期待されます

他の若⼿専⾨家とのネットワーク構築
ネットワーキングや成果報告会に参加することにより、他の若⼿専⾨家との
ネットワークを構築することができます。

⽀援対象企業（中⼩企業・中堅企業）の課題感・ニーズの把握
伴⾛⽀援（現場実習）※に参加することで⽀援対象企業が抱えている課
題やニーズを具体的に把握することができます。

知財経営に関する知識の習得
育成プログラムに参加することにより、知財経営に関する知識を習得すること
ができます。

知財経営に係る⽀援スキルの育成
伴⾛⽀援（現場実習）※における⾃らの実践や⽀援専⾨家からのフィード
バック等により、知財経営に係る⽀援スキルを育成することができます。

※伴⾛⽀援（現場実習）に参加可能な⼈数に制限がありますので、ご応募いただいた場合であっても伴⾛⽀援（現場実習）にご参加いただけない場合がございますこと
を予めご了承願います。 なお、伴⾛⽀援（現場実習）にご参加いただけない場合であっても、座学講義にご参加いただくことは可能です。
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成果報告会・交流会の概要

本プロジェクトの終了時には、成果報告会・交流会の開催を予定しています

⽀援の成功事例を周知することで、参加者に知財経営の取組を普及する機会とする
企業、専⾨家、⽀援機関等が交流できる場を提供し、タテ・ヨコのつながりを形成する
各関係者間での情報共有やディスカッションを促す

⽬的

• 企業経営者・担当者
• 専⾨家
• 若⼿専⾨家（伴⾛⽀援への参加を問わない）
• ⽀援機関（商⼯会・商⼯会議所、地域⾦融機関）
• ⽀援⼈材（弁理⼠、弁護⼠、中⼩企業診断⼠などの資格をお持ちの⽅）など、知財
経営やその⽀援にご関⼼のある⽅々

参加対象者

2026年2⽉下旬実施時期

東京周辺の会場実施会場

対⾯・オンラインのハイブリッド開催実施形式
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公募説明
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募集概要

応募⽤紙の提出期限は8⽉18⽇(⽉)となっておりますので、応募⽤紙にご記⼊の上、期限
までにご提出をお願いします

 2025年8⽉1⽇（⾦）〜8⽉25⽇（⽉）公募期間

 合計８名程度
※伴⾛⽀援（現場実習）にご参加いただけない場合であっても、座学講義にご参加いただ
くことは可能です。

伴⾛⽀援参加予定⼈数

 応募⽤紙（Word形式）に記⼊の上、下記メールアドレス宛に提出
chizaiBP-office@tohmatsu.co.jp応募⽅法

 応募前のご相談や⾯談のご依頼も可能ですので、何かございましたら事務局まで
ご連絡くださいその他
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応募要件

下記の応募要件にご留意ください

 本プロジェクト実施期間中または終了後に、アンケート調査やヒアリング調査への協⼒が可能であること。

 事業期間内において、３〜４時間程度の事前研修に参加し、６回程度の伴⾛⽀援に同席できること。

 本プロジェクト終了後に、事例集を作成する予定です
伴⾛⽀援に同席したことで得られた成果について、事例集への作成協⼒及び事例集の公表を了承できるこ
と。（事例集には機密情報や不開⽰としたい個⼈情報などを除く取組の概要や成果を掲載する予定で
す）

 事務局から依頼のあった場合、成果報告会に参加・発表することに了承できること。

 その他、本応募要領に記載されている内容について了承できること。



ご応募お待ちしております
お問合せ先：
令和7年度知財を企業の強みに！「稼ぐ⼒」向上プロジェクト事務局
（有限責任監査法⼈トーマツ内）
担当：根本幸⼤、キムジユン、⻄⽥那奈、福井裕明
〒100-8360 東京都千代⽥区丸の内三丁⽬2番3号 丸の内⼆重橋ビルディング
E-mail: chizaiBP-office@tohmatsu.co.jp
TEL: 03-6213-1251（⼤代表）
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